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IBMの自動車業界向けソリューション
自動車会社は、各企業およびエコシステム全体にわたって存在
する、さまざまなデータや情報源を高い安全性をもって管理する
必要があります。それらデータにアクセスする「つながる」時代の
消費者は、新しいクルマ体験を期待しています。IBM はその期待
に応えるべく、自動車業界の取り組みをご支援しています。IBM 
の自動車ソリューションは、グローバルに培われた自動車業界の
深い専門知識と、IBM Watson によるアナリティクスをはじめと
する革新的なテクノロジーを導入し、自動車 OEM からサプライ
ヤーまで、ブランド力や顧客満足度の向上に貢献します。詳細は
Web サイトにてご覧ください。

https://www.ibm.com/jp-ja/industries/automotive 

https://www.ibm.com/jp-ja/industries/automotive


ブランドを再活性化させる
MaaS（Mobility-as-a-Service）へのパラダイ
ム・シフトが起こると、消費者にとっても、自動車業
界の経営層にとっても、ブランドの重要性が薄れて
くる。各ブランドの差別化のポイントは、クルマ
の性能よりも車内でのデジタル体験になるだろう。 

消費者と社員両方の体験を再定義する
デジタル技術を、プロセス最適化とコスト削減に活用
するだけでは不十分だ。これまで以上のリターンを得
るためには、デジタル技術を、顧客体験などの重点分
野、社員の働き方の改革に活用しなければならない。 

専門知識を強化する
社員の専門知識の不足は、すでに今日の自動車業
界に暗い影を落としている。将来より大きな問題と
なるだろう。スキルを社内で育成するだけでなく、
社外からも見つけ出し、利用できるようにすること。
それが企業が成功するためのキーポイントである。

著者
鈴木のり子
吉村英雄 
Ben Stanley

重要なポイント 2030年、朝の通勤風景
ある晴れた火曜日の朝。高橋ハナは仕事に向かう準備をし、
玄関を出る。高橋は日本の大手自動車メーカーに勤める自動
車デジタル・エクスペリエンス・エンジニアである。

日曜日の夜に注文しておいたクルマ－ここでは「ACES」
（Autonomous（自律）、Connected（つながる）、Electrified
（電化）、Shared（共有））と呼ぶことにしよう－が届いてい
る。ACESは、バイオメトリック情報に基づいてハナを「認識」
する。そしてデジタル・モビリティー・プロファイルと情報を
ダウンロードし、通勤中のハナに対してパーソナルな体験を
提供する。

ACESは自宅をチェックしてテレビやその他家電製品の電源
がついたままになっていないかを確認する。また、ハナのバイ
タル・サインを素早く読み取り、フィットネス・アプリと連携し、
「先週のエクササイズ目標を達成できていないようです。最
後の 1キロは歩きますか？」と提案する。

金曜日はハナの両親の結婚記念日だが、まだプレゼントを買
っていなかった。劇場の前を通り過ぎたとき、両親が開催予
定のコンサートに行きたがっていたのを思い出した。そこでハ
ナは ACESのコンシェルジュ・サービスに、金曜日の夜の空
席情報を確認し、もし空きがある場合は特等席のチケットを
2枚購入するよう依頼する。ACESはチケットを購入し、両
親の劇場までの送迎用にクルマを手配する。

次にハナは、クリーニングの受け取り、食料品の調達、子ど
ものお迎えなど、今日中に済ませなければならない用事のチ
ェックをACESに命じる。その時ふと彼女は、さまざまな用
事の手配を整理し、ニーズに合わせてクルマを手配する AI
アプリを自分のチームで作成できないかと思いつく。

ハナは早速、自分自身とアジャイル・チームのスケジュールを
確認して、アプリのさまざまなシナリオについて検討するデザ
イン思考ワークショップを設定するようACESに命じる。

ACESは目的地の近くまで来ると、「残り1キロは歩いてど
うぞ」と彼女を降ろす。そして、新しく学習したことやお気に
入りの項目を彼女のモビリティー・プロファイルに保存し、
「よい一日を」と伝える。ACESはハナの情報をメモリー上
から消去し、次のお客様を迎えに行くために出発する。

まさか、いくら何でもこんなことはあり得ないと思うかもしれ
ない。だがデジタル技術の進化によって、2030年までに、
もっとたくさんのクルマの機能やモビリティー・サービスが利
用可能になるだろう。 
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次のような 2030年の自動車業界に関する予測が出ており、
今回の調査での経営層の意見と大筋で一致している。

 – 自律走行車やAIを搭載したクルマの販売台数は、2040年
に400万台に達し、総販売台数の 33%を占める。1

 – 世界のMaaS（Mobility-as-a-Service）市場は、2050年
までに9.9兆円（900億ドル）に達する。2

 – クルマにおけるイノベーションの 90%をソフトウェアが占
め、コードの行数は現在の 100倍になる。3

 – 世界中のクルマの走行距離の 26%が、カーシェアリング
によるものになる。4

技術の進歩と消費者の期待が、今後 10年間の変革を後押
しする要因となりそうだ（図 1参照）。持続可能性の観点か
ら電気自動車が推奨され、新たなスキル需要が労働力不足を
引き起こす。シェアリング・エコノミーの成長に伴い、パーソ
ナル・モビリティーはさらに大きな影響力を持ち、業界外と
の競争が激しくなり、新たな価値が生まれ、従来型自動車産
業を追い立てる。

このような未来がすぐに実現するかどうかにかかわらず、確実
なことが 2つある。第一に、デジタル技術により、顧客との
新しいシームレスな接点ができるだろう。デジタル技術で得
られた洞察から、個々のニーズに沿ったサービスが提供され、
クルマと個人の生活がさまざまな側面から支えられるようにな
る。第二に、消費者はクルマでのデジタル体験が、他のス
マート・デバイスと同等かそれ以上になると期待するだろう。

28%
消費者の 28%が、自律走行車や
MaaSへのパラダイム・シフトに
よって、クルマのブランドはそこま
で重要でなくなり、コストと利便性
の方がより重要になると回答している

58% 
自動車業界の経営層の 58%が、
成功する、または生き残るために、
自社にはデジタル・リインベンション
が必要であると回答している

2,760 億
自動車業界の経営層は、従業員の
再教育のために、2030年までに
業界全体で 2,760億円以上かか
ると見込んでいる
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100年前に誕生して以来、自動車業界はクルマを設計・生産・
販売し、アフターサービスを提供するというビジネスモデルを
維持してきた。しかし今、世界の自動車業界に劇的な変化が
迫っている。この変化に自動車業界はどう対応すべきなのか。
自動車会社は、デジタルとデータをコアに展開するテクノロジー
企業に進化を遂げ、イノベーションを生み出し続けられるだろ
うか。どうすれば競合他社より早く、柔軟に大きなビジネスを
動かし、自社ブランドの差別化を図ることができるだろうか。

将来についての新たな洞察を得る目的で、IBM Institute 
for Business Value (IBV)は、日本の 1,262名の消費者
を対象に2030年自動車業界の将来展望・消費者調査（以
下、「Auto 2030消費者調査」）を、日本の 140名の自動
車業界の経営層を対象に2030年自動車業界の将来展望・
経営層調査（以下、「Auto 2030経営層調査」）を実施した
（22ページの「調査方法」参照）。これらは全世界で大規
模に実施した調査「2030年自動車業界の将来展望：デジ
タルの未来へ突き進め」の一環として行われた。5

調査対象となった自動車業界の経営層の 58%が、自社の成
長、あるいは生き残るためには、デジタル技術による組織の
リインベンション（＝再定義）が必要だと回答している。そし
て35%が、その緊急性を強く意識していた。日本の経営層は、
デジタル技術による事業や組織の再定義への意識は高い（世
界 50%）が、緊急性に対しては低かった（世界 42%）。日
本の経済産業省が実施した「2025年の崖（DXレポート）」
の調査結果を考慮すると、この緊急性の低さはやや意外だっ
た。6 このレポートは、すべての業種の企業に、2030年まで
に本格的なデジタル・トランスフォーメーション（DX）を実
現するためには、今すぐ既存のデータ、システム、スキルおよ
び企業文化の課題に対処する必要があることに警鐘を鳴らし
たものである。これを実行すれば、日本の 2030年の実質
GDPは 130兆円（1.2兆米ドル）増加する可能性がある。

MaaSの世界では、自動車ブランドのような聖域でさえその
重要性が薄れる可能性がある－デジタル体験で消費者の支持
を得られなければ。

技術の進歩

消費者の期待

パーソナル・モビリティー

シェアリング・エコノミー

持続可能性

業界外との競争

グローバルな労働力

経済要因

ローカライゼーション、市場保護

法規制

81%

81%

63%

54%

46%

41%

37%

34%

34%

29%

87%

84%

66%

58%

56%

46%

38%

34%

17%

14%
2019                    2030

図 1 
自動車業界に影響を与える要因

出典：Auto 2030経営層調査。Q：現在および2030年に、業界に最も影響を
与える外部要因は何ですか。現在および2030年それぞれについて5つ選んで
ください。

「デジタル技術は自動車業界に大きな影
響を与え、AIの導入と機械学習によって
生産性と効率性は大きく向上するだろう」 
 
最高財務責任者、OEM、日本
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運転席のデジタル化
これまで、消費者のクルマ体験といえば、自動車の運転ばか
りが注目されていた。自動車会社も「ハンドル操作」や「馬
力」「デザイン」のような特徴をアピールした。現在の個人所
有の仕組みでは、これで十分だ。

しかし、クルマはさらなる自動化、自律走行へと向かっている。
そのため、運転している時間が減り、人々はより多くの時間を
他の活動に充てることができる。必然的に関心事は、自動車
を運転することから車内でのデジタル体験へと変わっていく。
つまり、「つながる」「パーソナライズされた」「シームレス」と
いった機能がより重要になる。

多くの人が、車に乗って移動する時間を無駄だと感じている。
それまでやっていたことを中断して、目的地に着いてから再開
するか、あるいは別の新しいことをするしかないからだ。ある
推定によると、日本人は 1日平均 78分を自分の車の中で過
ごす。7 この時間を利用して、オンライン・ショッピングや休暇
の予約ができ、自分の興味に沿ったニュースが見られたらどん
なにいいだろう。すべて、またはそれ以上の体験が、車内で
実現可能だ。

自動車会社にとっても、消費者の心をつかむ車内デジタル体
験を作り、自社ブランドのファンになってもらう絶好のチャンス
だ。搭乗者の好みを知り、それに合わせてパーソナライズした
機能を提供すれば、クルマは最も洗練されたスマート・デバイ
スへと進化する。車内でどのような活動をしたいかに集中する
ことができる。移動による中断は、「無駄に過ごした時間」か
ら「有効に使えた時間」へと変わる。

デジタル・モビリティーへの関心を測る
消費者のデジタル体験に対する期待値は、普段どれだけデジ
タル技術を使っているかに影響される。車内のデジタル技術の
ロードマップは当面複雑だろうが、消費者は普段の生活で他
のデジタル技術も利用している。

他の要因としては、居住地が都市部か地方かという点があ
る（22ページの「調査方法」参照）。都市部に住む人には、
多くの移動手段の選択肢がある。クルマは所有するコストが高
く、駐車スペースにも限りがあり、交通渋滞も頻発する。一方、
地方に住む人は、移動手段の選択肢がそれほど多くなく、ま
た都市部のような制約もあまりないため、クルマを所有するこ
とを好む。

世界的に見ると、都市部の消費者は、地方の消費者よりもデ
ジタル技術を多く利用していることがわかっている。しかし、
日本では有意な差は見られなかった。都市部では消費者の
26%が定期的にソーシャル・メディアを利用しており、地方
では 28%だった（5ページの「洞察 : 意見の表明を避ける日
本の消費者」参照）。また、都市部の消費者の 30%が毎日
複数のデジタル・デバイスを利用しているのに対し、地方では
25%。さらに、都市部の消費者の 18%しか自宅にデジタル・
アシスタントを置いておらず、地方ではこの割合が11%だった。
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洞察: 意見の表明を避ける日本の
消費者
日本の回答者は調査対象となったすべての国々の中でこだわ
りが弱かった（図2参照）。デジタル・モビリティー体験への期
待に関する質問においても、48％の日本の回答者の回答が中
立的だった。この傾向は過去の調査（「人とクルマの新たな関わ
り - 消費者の生活におけるパートナーへと変化するクルマ」）
でも見られる。8

図2
日本の消費者は中立的な回答をする傾向が強い

出典：Auto 2030消費者調査。1から5のランキング中、3とした回答の平均。

国名       中立的回答

日本

韓国

ドイツ

英国

米国

中国

ブラジル

インド

48%

40%

37%

30%

29%

27%

24%

21%

都市部と地方の消費者では、個人情報の利用許可の考え方に
もわずかな違いしか見られない。緊急時の医療情報の利用許
可に抵抗がない消費者は、都市部では 27%なのに対し、地
方では 30%だった。都市部の消費者の 22%は、よりよい
製品やサービスが受けられるなら、モビリティー情報の利用を
許可するが、この割合が地方の消費者では 19%だった。ク
ルマからe-コマースの決済処理を行う際に財務情報の利用を
許可する消費者は、都市部が 17%で、地方は 13%だった。

消費者のデジタル・モビリティーに対する期待の中には、ク
ルマの認知機能もある。議論の大部分はクルマの自動運転機
能に関するものだが、人工知能（AI）、モノのインターネット
（IoT）、クラウドなどのデジタル技術によって、ほかにも多く
の機能を実現できる。例えば、クルマが搭乗者を認識し、表
示されるコンテンツをパーソナライズすることもできる。また、
クルマが継続的に学習し、消費者の関心に沿った提案をする
こともできる。そして、クルマと搭乗者が自然に会話できるよ
うになるだろう。

会話ができ、文脈の中で物事を理解し、人を支援する機能は、
技術に疎く、車内のテクノロジーに不慣れな人にとってとても
便利だ。図 3は、未来のクルマの認知機能についての消費者
の興味の度合いを示している。ここでも都市部と地方の消費
者の間に差はほとんど見られない。
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移動中にクルマの運転以外ができるようになると、どんなモビ
リティー関連サービスがあるかが重要になる。例えば、消費
者が健康志向だったり、持病があったりする場合、クルマが
健康状態をモニターし、問題を伝え、他の健康関連機器と情
報を共有することができる。

また、コンシェルジュ機能では、最寄りのホテルを探して予約
を入れたり、移動までの所要時間を予測してお気に入りのレ
ストランにディナーの予約を入れたりすることもできる。

位置情報に基づくマーケティングやプロモーションも利用可
能になる。コネクテッド・ライフ・サービスによって、自宅へ
の移動中にクルマがオーブンを予熱したり、照明をつけたりで
きる。図 4では、都市部と地方それぞれの消費者が、興味
があるサービスについて回答している。

都市部 
地方

カテゴリー       自律機能

ソーシャル  – 車両のカメラとセンサーを使って他の車を支援
 – 他のクルマと通信して情報を共有

設定  – デジタル機能を簡単にパーソナライズ 
 – 物理的機能を簡単にパーソナライズ 

運転  – 運転の一部を自動化
 – 運転のすべてを自動化

修復  – サービスの問題を特定、診断、修正
 – 自動車メーカーにクルマの性能の問題を報告

学習  – 使用履歴に応じてクルマの性能を最適化
 – パーソナライズされた情報を会話で共有

統合  – 他のデバイスと安全に接続
 – 他のクルマでも利用できるようデジタル設定を保存

28%

31%
33%

30%
30%

26%
26%

25%
21%

30%
29%

29%

出典：Auto 2030消費者調査。Q：未来のクルマが持つ次の機能に対する関心
度合いを1（関心度が最も低い）から5（関心度が最も高い）でランク付けしてくだ
さい。4または5とした回答を集計。

図3
究極のデジタル・デバイス

6



クルマの認知機能と、消費者が移動中に利用できるモビリテ
ィー・サービスのほかに、クルマを所有しないモデルにも関
心が高まっている。

ここでも、都市部の消費者と地方の消費者では好みが分かれ
る。「オンライン配車」に強い関心を示したのは、都市部で
は 20%、地方では 16%だった。

ライドシェア（相乗り）に強い興味があるのは、都市部で
22%、地方では 14%だった。また、カーシェアに関しては、
地方の 8%に対し、都市部では 15%とほぼ 2倍の開きが
あった。

タクシーの配車やライドシェア、友人のクルマを借りること自
体は、ずっと前からあった。しかし、頼んだ時にデジタル・モ
ビリティー・プラットフォームを通して、クルマが自分のもとに
やって来る仕組みができ、消費者がクルマを持つ必要性につ
いて考え直すきっかけとなった。

カテゴリー サービスの種類

情報 天気、交通、ナビゲーションの情報を受信

エンターテイメント パーソナライズされた音楽、ビデオ、SNSを受信

買い物 通行料金、駐車料金、ショッピング代金の支払い

健康 バイタル・サインの監視、ウェアラブル・デバイス 
との接続

コネクテッド・ライフ 家、仕事、遊び

コンシェルジュ ホテル、レストラン、劇場のおすすめ

 マーケティング パーソナライズされたマーケティングや
セールス・プロモーション、クーポンの受け取り

   

図4 
運転時間が豊かな時間に変わるとき

31%

38%
43%

33%
37%

24%
23%

23%
23%

31%
37%

25%

20%
19%

出典：Auto 2030消費者調査。　Q：移動中にクルマで使いたいサービスを以下のカテゴリーごとに
1（使いたくない）から5（ぜひ使いたい）でランク付けしてください。　4または5とした回答を集計。

都市部
地方
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デジタル技術の成熟度、クルマの機能、サービス、交通手段
というモビリティーの構成要素に分けて、消費者の嗜好性を
分析してみる。すると、消費者をデジタル・モビリティーへの
関心や態度がよく似た傾向にある4つのグループに分けるこ
とができる（図 5参照）。

「先駆者」グループと「追随者」グループは、テクノロジーに
関して先進的であり、この 2つのグループは、都市部では回
答者の25%、地方では24%を占める。彼らはテクノロジー・
ユーザーであり、モビリティーの選択肢に強い興味がある。

先駆者
いち早く先進テクノロジーを導入し、新しいモビ
リティー・サービスを試す意識が高い

追随者
先駆者に次いで先進テクノロジーの導入が早く、
さまざまなモビリティー・サービスを利用する 

一般消費者
先進テクノロジーに対して保守的ではあるが、
確立された技術は導入する 
 

懐疑的消費者
現状に満足しており、先進テクノロジーには
あまり興味がなく、新しいモビリティー・ソリュー
ションの導入に非常に慎重

高

デジタル・ 
モビリティー
への関心度

 低

図5
デジタル・モビリティーへの関心度

7% 5%

18% 19%

58%

17% 13%

地方都市部

出典：Auto 2030消費者調査。IBM IBV の分析。

63%

「一般消費者」は都市部の回答者の 58%、地方の 63%を
占め、未来のモビリティー機能とサービスについてはやや
保守的である。しかしこのグループは、一旦サービスが持つ
意義や価値を理解すれば、取り入れる可能性は高い。最後に
「懐疑的消費者」は、現状に満足していて、新たなモビリテ
ィー・ソリューションの導入には慎重な傾向がある。

自動車会社が、消費者のグループごとにカスタマイズした体
験を提供できれば、興味を持って使ってもらえる可能性が
高い。

ブランドの生き残りをかけた戦い

ここで 1つ大事な問題提起をしたい。自律型のMaaSの世
界になると、ブランドに何が起こるのか。自律型の電気自動
車が道路を走るようになれば、ガソリン代とドライバーの人件
費がいらなくなり、1マイルあたりの走行コストは大幅に安く
なるだろう。ある研究では、1マイルあたりのコストは 7.5円
（6.8セント）にまで下がる可能性があると試算している。9 

 
いったいどうしたら自動車会社は、クルマが単なる移動手段
となってしまい、大切に育ててきたブランドの重要性が薄れ
てしまうのを防げるのだろうか。

消費者の 28%が、自分にとって車のブランドはそれほど重
要ではなく、コストと便利さの方が重要だと回答している。
さらに 52%は、ブランドが重要かどうかさえもわからないと
回答している。しかし、コストと利便性を超えるような体験、
特にデジタル体験が用意されているなら話は別だと考えている
（図 6参照）。

「顧客体験とデジタル・イニシアチブ
が大きな付加価値を生み出すだろう。
ブランド価値にも直結する」 
 
上級役員、デジタル・サービス、OEM、日本
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消費者は、自分の個人データが安全に保管され、プライ
バシーが守られるのを期待している。このことが、オンラ
イン配車サービスやカーシェアを使う時に、物理的にそ
のクルマの中にいる間だけ個人データへのアクセスを許可
することだとすると、少し複雑だ。このデータは、他のブ
ランドのクルマと共有することはできない。しかし、パー
ソナライズされたデジタル情報を、同じブランドのクルマ
間で共有できれば、モビリティー・プラットフォームにか
かわらず、ブランドへの愛着を育てることができるだろう。 
 
ただ、デジタル体験だけが、消費者をブランドに定着
させる要因ではない。特定用途向けのクルマも有効
なロイヤルティー向上策である。2 人の子を持つ親
は、チャイルド・シートがついたクルマが欲しいだろう。 

医療ニーズのある高齢者は、医療機器を載せたクルマが欲
しいかもしれない。障がいを持つ人ならば、乗り降りがし
やすく、車いすのような福祉用具が載るクルマが必要だろう。
そして最終的に自動車業界は、旅行業界などからヒントを
得て、新しいロイヤルティー・プログラムを導入するかもし
れない。

興味深いことに、車内でデジタル体験を得られることの方が、
プレミアム・ブランドを手に入れることよりも、消費者の優先
度が高い。そして、業界は関係なく、直近の最高の体験が
消費者の新しい基準となる。そのため、自動車会社は他の
業界を比較対象とし、優れたものは見習う必要がある。

特定のブランドを選ぶ理由

データのセキュリティーと情報保護がしっかりしている

特定用途向けのクルマがある 
（高齢者向け医療機器搭載車など）

モビリティー・サービスの購入に使用できる 
ポイントを受け取れる

ダイヤルとタッチ・スクリーンを使用するのではなく、
クルマと自然な会話ができる

自分のデジタル情報を同ブランドの
他のクルマと共有できる

よりよい車内デジタル体験が得られる

プレミアム・ブランドのクルマを利用できる

図6 
ブランドの魅力

23%

  30%
30%

28%
27%

21%
20%

19%
17%

24%
23%

20%

19%
11%

物理的デジタル その他顧客体験
地方
都市部

出典：Auto 2030消費者調査。　Q：自動運転車を使用するオンライン配車サービスを利用する際、特定のブランドを選択する理由とし
て重要なのはどれですか。1（全く重要でない）から5（とても重要である）でランク付けしてください。　4または5とした回答を集計。
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成長への新たな道筋   
個人がクルマを所有するというビジネスモデルが、これまでの
自動車業界の主流だ。 自動車会社は、このモデルで大成功
を収め、自動車業界は世界経済で重要な役割を果たしてきた。
例えば、2017年の推定値では、自動車業界は米国の国内
総生産（GDP）の 12%、日本の 12%、ドイツの 14%、
韓国の 10%を担っている。10

多くの人にとって、従来型の単独所有モデルは 2030年にも
有効な選択肢であり続けるだろう。しかし自動車会社にとって、
モビリティーは成長への新たな道を開拓するチャンスでもあ
る。ある試算によれば、全世界のオンデマンド・モビリティー
と関連サービスからの収益は、2016年の 3.3兆円（300
億米ドル）から、2030年には 165兆円（1.5兆米ドル）
へと増えるという。これは、収益が 30%増加する可能性を
示しており、従来の製造とマーケティングにとらわれず、自社
の注力分野の見直しを進めている会社にとっては、大きなチ
ャンスだ。11

イノベーションこそが最大の差別化要因

自動車会社がブランドの差別化を図る上で、イノベーションの
重要性は変わらない。調査した自動車業界経営層の77%が、
イノベーションは競争優位性を生み出す最も重要な要素の 1
つだと回答している。

イノベーションを優先事項とすると、自動車会社のさまざまな
組織の見直しが起き始める。経営層の 87%が、急速な変
化とチャンスに素早く対応するために、戦略のイノベーション
が必要だと回答している。企業が車の所有やモビリティー・
サービス、データに関する新たなビジネスモデルを検討し、
試行する上で、戦略の刷新は必要不可欠だ。「カイゼン」や
リーンといったプロセスのイノベーションは日本の自動車メー
カーの生産現場から生み出されたものだが、企業はさらなる
オペレーションの効率化に取り組んでいる。84%がプロセス
とオペレーションのイノベーションは非常に重要であると回答
している。

 

もちろん、製品とサービスのイノベーションの重要度も高く、
81%の経営層が成功への鍵と位置付けている。

業界を再定義したり、さらには新たな業界を生み出そうとした
りする企業にとっては、業界モデルのイノベーションが必要だ
と、80%の経営層が回答している。また、多様なエコシステム・
ネットワークの中でどのような役割を果たすのか。64%の経
営層がエンタープライズ・モデルのイノベーションの重要性を
指摘している。62%の経営層は、新たな収益モデルのイノ
ベーションも必要だと回答している。自動車会社が従来の自
動車販売を超えてポートフォリオを拡大し、データ収益なども
目指すようになると、この趨勢はさらに強まるだろう。12

起業家精神の再興

自動車は、起業家精神と、より良く、より安全に人々を移動
させたいという欲求から生まれたものだ。そして、自動車業
界は長い間、研究開発費において世界のトップであり続け、
継続してクルマの性能向上に努めてきた。しかしかつてない斬
新な移動手段を開発するまでには至っていない。

デジタル技術の影響で変化が起きている。新たな参入者が、
これまでにないビジネスモデルや移動手段を提供し、市場に
破壊的な変化をもたらした。自動車業界の経営層はこの新し
い流れに気づき、かつての起業家精神を思い出さなければ大
変なことになると認識している。経営層の 89%が、起業文
化と新しいアイデアが自社の成功と成長に必要だ、と回答し
ている。

成長のためにどのアプローチが最も有望かという経営層への
質問では、デジタル・プラットフォームを含む新しいビジネス
モデルが最も高く評価された（図 7参照）。経営層は、新た
な地域への参入もとても重要であると考えており、グローバ
ル企業は引き続き成長市場へ注力するだろう。一方、新興国
市場を拠点とする自動車会社もグローバル市場での存在感を
増してきている。今後 10年間で電気自動車がさらに普及す
れば、この傾向はより強まるだろう。

「自動車業界は、持続可能な
成長をどう達成するかを考え
なければいけない」
上級役員、製造、OEM、日本
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個別の国に目を向けると、ブラジル（83%）、韓国（79%）、
米国（73%）の経営層は、「他の業界とのコラボレーション」
を最大の成長機会の 1つと位置付けた。インド（80%）、ブ
ラジル（76%）、中国（76%）、メキシコ（76%）、および
ドイツ（74%）は、「新たなモビリティー・サービスの創出」
の選択が、他国の回答者の平均を上回った。

オンデマンド・モビリティーと関連サービスは、ここ数年で爆
発的に増加し、将来的な成長も期待される。自動車メーカー
にとっての新たな収益源となりつつある。

モビリティー・サービスが収益全体に与える影響を予測する
ため、2030年までに自社のポートフォリオがどのように変化
するかを経営層に尋ねた。収益ポートフォリオを、従来型の
1回限りの自動車販売、モビリティー・サービス、その他の
サービス（例：アフターサービス、販売金融、保険など）の
3つのグループに分けた。

経営層の回答によれば、現在、平均して、自動車会社の収益
の 80%が従来型の販売、5%がモビリティー・サービス、
15%がその他のサービスによるものだ。2030年の予測では、
従来型の販売による割合は 76%に低下し、モビリティー・
サービスは 10%に倍増、その他のサービスは 14%でほぼ
横ばいと見られる。これは、総収益が 11兆円（1,000億米
ドル）の企業の場合、2019年から2030年までの増収を考
慮しなければ、モビリティー・サービスによる収益が 5,500
億円（50億米ドル）増加することを意味する。

注目すべきは、調査対象となった経営層の 55%が、今日す
でにモビリティー・サービスで収益を得ていると回答したこと
である。そして経営層の88%が2030年までにモビリティー・
サービスから収益を得ると予測している。

デジタル・プラットフォームを含む新たなビジネスモデルへの投資

新たな市場への参入

新たな製品カテゴリーの創出

新たな顧客セグメントへのアプローチ

新たなモビリティー・サービスの創出

他の業界とのコラボレーション

車外からの破壊的テクノロジーの活用

新たな合弁会社の設立、提携、協業関係の構築

図7 
成長への道筋

88%

87%

72%

66%

86%

76%

56%

56%

出典：Auto 2030経営層調査。　Q：2030年に向けた自社の成長にとって、最適な機会はどこにあると思いますか。 
1（全く適さない）から5（最も適する）でランク付けしてください。　4または5とした回答を集計。
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ブランディングとしての安全性とパーソナライゼーション

現在、自動車業界の経営層の 79%は、自社のブランドが
競争優位を持つと回答している。しかし、2030年の状況
については、56%の回答にとどまった。これは、ブランド
に対する信頼性が 29%低下したことを意味する。もし自動
車メーカーが消費者を惹きつける方法を見いだせなければ、
ブランドが持つ価値は限りなくゼロに近づくかもしれない。

どうすれば自動車業界の経営層は、自社のブランド価値を高
め、顧客ロイヤルティーを維持できるのだろうか。

経営層の 74%が、自律走行車におけるブランドの差別化
要因は安全性だと回答している（図 8参照）。自律型の世界
で、安全が提供できないブランドは生き残ることができるはず
もなく、この認識は的を射ているだろう。また差別化要因の
上位 8つのうち7つを、車内のデジタル体験が占めている。 
 

ブランド ・ロイヤルティーの要因

自律走行による安全性

他の個人用デバイスとの連携

他の活動（健康、仕事など）との連携

データの安全性とプライバシー

搭乗者に合わせた設定、パーソナライゼーション

クルマ間でのデジタル・ペルソナ情報の共有

搭乗者、環境、クルマ自体に関する学習

高付加価値なモビリティー・サービス  

自然言語対応のデジタル・アシスタント

ブランド使用に対するロイヤルティー・ポイント

さまざまな種類のクルマ（標準、プレミアムなど）

特定用途向けのクルマ（チャイルド・シート付き、障がい者仕様など）

図8 
顧客定着率を高める体験

74%

63%

58%

51%

62%

59%

46%

45%

48%

34%

34%

25%

物理的デジタル その他顧客体験

出典：Auto 2030経営層調査。Q：オンデマンド・モビリティー・サービスの利用において、クルマのブランドに対する 
顧客ロイヤルティーと「定着率」を創出するために重要となる差別化要因を6つ選択してください。
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経営層の 79%が、デジタル・サービスによって顧客体験が
大きく向上すると期待している。搭乗者について学習したり、
他のデバイスと連動したり、同じブランドの中でパーソナライ
ズされた情報を共有・保護したり、自然な会話をしたりする
機能がクルマに備われば、そのすべてがブランドの素晴らしさ
とロイヤルティーの向上につながる。

ブランド・ロイヤルティーというのは、ビジネスモデルを超え
た選択を顧客にさせる。若いカップルが、オンデマンドのオン
ライン配車サービスを利用しているところを想像してみてほし
い。彼らはコスト・メリットと便利さを楽しみ、パーソナルな
デジタル体験をすることで、そのクルマのブランドに親しみを
持つだろう。このカップルが結婚して家庭を持つと、便利な自
家用車が欲しくなるかもしれない。そのとき、過去の体験か
らオンライン配車で使ったブランドのクルマを購入することも
十分に考えられる。

では、プレミアム・ブランドの価値についてはどうだろうか。
クルマのカテゴリー（プレミアムなど）がブランドの差別化要
因になると予測した経営層はわずか 34%だった。

調査対象の経営層と消費者との間で認識のずれが見られたカ
テゴリーが、特定用途のクルマに関するものである。これが
差別化要因だと考える経営層は 25%のみだったが、都市部
と地方の消費者は、他のブランドよりも優先的に選ぶ差別化
要因の 2番目に特定用途向け機能を挙げている。自動車業
界の経営層は、この点において再考する必要があるだろう。

ロイヤルティー・ポイントも、ブランドへの定着率を高める方
法の 1つである。自動車業界の経営層は、この方向性に消
費者ほど楽観的ではないが、もっと真剣に検討しても良いだ
ろう。

新しい働き方
 
今日の自動車会社は、スタートアップやインターネット・ベン
チャーとの激しい競争に直面している。新しい企業がモビリテ
ィーの世界で成功を収めつつある。彼らの強みは、新しいビ
ジネスモデルや俊敏なプロセス、迅速なリリース、顧客に対
する徹底的なフォーカスだ。業界のリーダーがイノベーション
を起こし規模を拡大するには、スタートアップのようなクリエ
イティブさとスキルを取り込み、伝統的な強みと組み合わせる
必要がある。

経営層の 90%が、新しい仕事の進め方を採り入れることが
自社の成功につながると回答している。つまり、デザイン思考、
他者との共創、アジャイル・プロセス、データに基づく意思
決定を企業文化に取り入れることだ。経営層の 89%が、ビ
ジネス・プロセス、技術アーキテクチャー共に、素早く柔軟
に進めることが必要だと回答している。

動的な部門横断型チームを編成し、市場の経験から素早く学
習する能力が重要になると回答したのは経営層の 75%であ
る。また 73%は、アジャイルなチームを組むことで、アイデ
アを試験運用から本番環境に移行する過程で、スキルを移行
しナレッジを蓄積できると回答している。

動的な部門横断型チームには、組織による制限がない。現在
のような早い展開と共創の世界では、こうしたチームは組織
を超えて、エコシステムや業界横断のレベルにまで拡大する
必要があるだろう。

例えば、トヨタは富士山麓の 175エーカーの敷地に、未来
の実証「都市」を作る計画を発表した。13 「リビング・ラボ」
として構想されたWoven City（ウーブン・シティ）は、住
民と研究者が暮らし、実際の環境で自律機能やロボティクス、
パーソナル・モビリティー、スマート・ホーム、人工知能の
実験と開発を行うことができる。

「仕事の進め方を必要に応じて素早く変
更し、今後のさまざまな変革への対応力
を上げていかなければいけない」 
最高情報責任者、OEM、日本
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プラットフォームを通した協働

自動車業界の経営層は、デジタル・プラットフォームが自社に
もたらす利点について前向きである。85% が、プラット
フォームは製品とサービスのイノベーションを大幅に前進させ
ると回答し、86% が、プラットフォームによって、より
パーソナライズされた製品やサービスを消費者へ提供できる
と回答している。また 79％が、プラットフォームは業界の参
入障壁を下げると回答し、74%は、プラットフォームにより
データと情報の価値が高まるとしている。調査対象の経営層
の 71%によれば、デジタル・プラットフォームはパートナー
企業間の協働と信頼を大きく向上させるという。

現在、5 種類のデジタル・プラットフォームが存在する（15
ページの「洞察 : 5 種類のデジタル・プラットフォームで新た
な成長を」参照）。中でも、ビジネス、資産、テクノロジーの
プラットフォームが活発な領域である（図 9参照）。これは、
現在の自動車業界の製品中心のビジネスモデルと合致する。
複数の企業が一緒になり、テクノロジー、設備、専門知識
を利用して協働しながら、クルマの設計、組み立て、販売、
サービスを行う。

2030年に目を向けると、顧客体験プラットフォームの重要
性はさらに高まるだろう。自動車メーカーは、よりデジタル重
視の戦略にシフトし、消費者にパーソナライズされたスムーズ
な体験を作り出す。自動車メーカーは膨大なデータを活用す
る。ある推算によれば、自律走行車が 1日あたりに生成する
データの平均量は、4,000GBにも及ぶという。14

だが今日、複数のプラットフォームを活用している会社の割合
は相対的に低い。自社が 3種類のプラットフォームを運営し
ている、もしくはこれに参加していると回答した経営層は、わ
ずか 16%だった。これが 2030年には 31%にまで伸びる
と見込まれている。

調査対象の経営層は、2030年までにプラットフォームから
の収益は 75%増加して、全体の 14%になると見込んでい
る。これを達成するのに、経営層は業界のプラットフォームへ
の年間投資予算が今後 10年間で 6%から10%に増加す
ると予測している。

データ戦略

自動車会社の足下には、ビジネス、製品、サービス、顧客、
その他の外部情報源から生成されたデータが埋蔵金のように
眠っている。業界や企業の慣行の大幅な改善に始まり、消費
者の車内体験のパーソナライゼーション、新たなモビリティー
の創出まで、このデータの潜在的利用価値は膨大だ。経営層
の 89%が、自社はデータの戦略的価値を理解していると回
答した。

51%
59% 56% 56%

76% 76%

18%

56%

26% 26%

2019
2030

 ビジネス    資産  テクノロジー     顧客体験     データ

+211%

出典：Auto 2030経営層調査。　Q：自社が運営もしくは参加予定のデジタル・プラットフォームの種類について、 
該当するものをすべて選択してください。

図9
プラットフォームの役割

+16%

「自動車業界は、今後数年のうちにプラット
フォーム型ビジネスに移行し、オンラインで
容易にビジネスを行えるようになるだろう」 
上級役員、製造、サプライヤー、日本
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自動車業界の経営層は、データからの洞察が戦略的優位性
になると理解している。具体的に価値が生まれる領域として、
以下を挙げている。

 – 新たな顧客体験・価値：パーソナライズされた顧客接点を
作る（経営層の 94%が言及）

 – 新たな専門性：他業界と共にビジネス・チャンスを育てる
（経営層の 90%が言及）

 – 新たなフォーカス：新しいビジネスモデルを定義し検証する
（経営層の 89%が言及）

 – 新たな経営方法：すぐ対応できる組織を作る（経営層の
78%が言及）

データをどう使っているか、各社の現状を尋ねた。経営層は
仕事の価値を向上させるのにデータを利用していると回答し
た。91%は多様な情報源から得られる構造化および非構造
化データの両方を利用していると述べた。情報源には、工場
の IoTデバイス、クルマのセンサーやカメラ、ディーラーの技
術者が手書きしたものなどの各種報告書が含まれる。経営層
の 81%は、こうした多くの情報源からデータを抽出し、連
携させていると回答した。

82%は、収集したデータから具体的なアクションにつながる
洞察を得ていると回答している。

また、経営層の 82%は、AIやその他の先端テクノロジーを
使って新たな洞察を発見できていると回答した。潜在的な消
費者のニーズを見つけ、ビジネス・パートナーとデータを共
有して、製品やサービスの新しい機会を見いだすことなどが
含まれるだろう。

クルマ特有のデータを分析したり利用したりすることで、企業
や消費者にとっての新たな価値が生まれる。図 10は、クル
マのデータがどの領域で付加価値をもたらすか、経営層の期
待を示している。

予想した通り、車内のパーソナライゼーションが最上位にラン
クされた。車内体験をパーソナライズすること、つまりAIで
搭乗者について理解し、ライフスタイルに根ざす活動と連携
することは、ブランド・ロイヤルティーを生み出すチャンスだ。
そして、クルマの診断と保守が僅差でこれに続いている。デー
タから得た洞察に基づき自律的に診断し問題を解決できれば
価値は大きい。コグニティブ・カーの場合、メンテナンスも自
律して実施することが多いからだ。新たなモビリティー製品・
サービスや、関連する業界の新製品・サービスは、データの
販売機能と並び、自動車会社とそのビジネス・パートナーに
とって新たな収益源となる。

洞察：5種類のデジタル・プラット
フォームで新たな成長を
 
ビジネス・プラットフォーム
エコシステムを作り、運用し、サポートする。
 
資産プラットフォーム
サプライチェーンまたはネットワーク内で、生産用の資材や
その他の重要な資産を調達し、管理する。
 
テクノロジー・プラットフォーム
他では高額で調達できない技術力を手頃な価格で提供する。
 
顧客体験プラットフォーム
最終消費者の顧客体験を作る。
 
データ・プラットフォーム
エコシステム上で重要、不可欠なデータを提供する。
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調査対象の経営層の 82%が、自社で収集したデータを最
大限活用していると回答したが、実状はほとんど活用されて
いない可能性がある。2019年の IBMグローバル経営層
スタディ「データ活用戦略の一般原理 - 顧客・企業・エコ
システムをめぐるデジタル空間の価値転換」によれば、日本
の経営層のうち、効果的なデータ利活用のユース・ケース
を特定し、検証できているのはわずか 26%だった。15 逆説
的だが、デジタル技術によってリインベンションを図った企
業は、データを活用してさらなる体制強化を図っている。製
品やサービスがどのように利用されているかを示すデータ
や、顧客がアクセスを許可したデータなど、ビジネスのあら
ゆる切り口から得られるデータをマイニングすると、詳細な
コンテクストや洞察を得られる。 これにより、企業は新たな
成長を、従業員と消費者は新たな体験を手にできるだろう。 
 

車内のパーソナライゼーション

クルマの診断と保守

AIを活用した洞察で搭乗者を支援

新たなモビリティー製品・サービス

データ販売からの新たな収益源

関連する業界の新製品・サービス

他のライフスタイル活動との連携

図10 
データがもたらす価値

88%

87%

76%

67%

82%

80%

46%

出典：Auto 2030経営層調査。　Q：自社において、クルマから取得したデータ
が大きな価値をもたらす領域はどこですか。1（あまり価値が得られない）から
5（最大価値が得られる）でランク付けしてください。　4または 5とした回答
を集計。

 
デジタルの覇権

経営層の 3分の 2は、一部の自動車メーカーがクルマの生
産業務を大幅に外注し、デジタル企業を目指すだろうと考え
ている。

デジタル・イニシアチブは、企業のすべての組織に高い価値
をもたらすと期待され、特に消費者に直接影響を与える部門
での期待が大きい。デジタル製品・サービス（78%）によ
って、ブランドは機能・性能重視から顧客体験へと移行する。
また、デジタル・マーケティングおよび営業（73%）により、
クルマを利用中の消費者とシームレスな接点を複数持つこと
ができる。そこからマーケティングおよび営業担当の経営層
に、消費者が望むものが継続的にフィードバックされる。そし
て、消費者にはパーソナライズされた新たな製品・サービスが、
サブスクリプション・モデルまたは従量課金モデルで提供される。

経営層の 60%は、デジタル・イニシアチブを通じて新たな
ビジネスモデルができると期待している。クルマを消費者の生
活のさまざまな側面と融合させて、保険や金融、医療などの
業界で、自動車会社の新たなビジネスモデルが生まれる可能
性がある。

他の分野では、58%がセンサーや IoT、AIなどのデジタル
技術によって、サプライチェーンは大きな影響を受けると回答
している。サプライチェーン全体にわたって、材料と製品の動
きや状態から具体的なアクションにつなげられる洞察を得られ
るようになる。事後対応ではなく、問題を事前に予測して先
手を打つことができる。また、46%の経営層によれば、ソ
フトウェア・ベースのロボットによる自動化や仮想現実（VR）
および拡張現実（AR）、ウェアラブル・デバイスなどのテクノ
ロジーは、従業員が工場の作業現場を改善し、最適化する
新しい方法を見つけるのに役立つと考えている。
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今後 10年間に自社が行うデジタル・イニシアチブへの投資
配分について尋ねると、投資額が最も大きいものとして、クラ
ウド・コンピューティング、AIおよび IoTが挙げられた（図
11参照）。

一部の技術が業界内でその重要性を増している。印刷技術と
材質の向上により、3D印刷は単なるプロトタイプ製作の枠
を超えて、少量生産や再製造の域にまで拡大している。5G
通信へのアクセスは、クルマの接続性をより高め、広い帯域
幅が必要な高速の動画やゲーム・アプリを利用しやすくする。

また、ブロックチェーンはサプライチェーンにおける信用を担
保できる点が注目されている。電気自動車のオーナーは、ブ
ロックチェーンを活用した将来的な収入源として、所有する
カー・バッテリーが利用できる可能性を実証するかもしれない。

なお、量子コンピューティングのような新興テクノロジーにも、
今後 10年間で投資の増加が見込まれている。

図11 
デジタル投資ポートフォリオの配分

デジタル技術
クラウド・コンピューティング

AI

IoT

3D印刷

サイバー・セキュリティー

ソフトウェア・ベースのロボットに 
よる自動化 
 
機械学習、深層学習

高度なアナリティクス

ブロックチェーン

5G

ウェアラブル・デバイス

仮想現実、拡張現実 
 
エッジ・コンピューティング 
 
量子コンピューティング

14.9%

14.3%

13.8%

7.2%

11.2%

10.0%

9.9%

6.6%

5.5%

0.9%

2.5%

2.6%

0.8%

0.0%

12.3%

14.0%

13.1%

8.3%

9.7%

9.4%

8.9%

6.5%

5.4%

5.2%

3.3%

2.7%

1.2%

0.2%

10.6%

14.9%

12.1%

7.7%

9.4%

9.1%

8.6%

6.7%

5.5%

5.7%

3.7%

3.4%

2.1%

0.7%

2025 20302019

100% 100% 100%

出典：Auto 2030経営層調査。Q：次のデジタル・イニシアチブに対して計画されている投資額の割合（%）はどれくらいですか。
全体で 100（%）になるように割り振ってください。
 
注：各テクノロジーへの発注は、2019年、2025年、2030年の 3年にわたる平均の最高値から最低値までに基づいて行わ
れるものとする。
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部門別では、製造、マーケティングおよび営業、そしてコネ
クテッド・カー担当の経営層、所在地別では、米国、インド、
中国、英国が、再教育の必要性を最も強く感じている。

経営層は、2030年までに最も重要なスキルとして、上位 7つ
のうち5つに「ハード」スキルを挙げた（図 12参照）。こう
した技術的スキルは高品質なクルマを設計、製造する上で、
従来から不可欠なものだ。しかし今や、代替パワートレーン、
自律機能、接続性が加わることで、クルマの複雑性はより増
しており、自動車会社が関連するスキルをすぐ調達するのは
困難だ。

同時に、イノベーション、起業および批判的思考、問題解決は、
企業が高効率のハイテク企業へとリインベンション（再定義）
を図る上で、必要不可欠なものである。

すべてのスキルが社内で調達されるべきであるというわけでは
ない。従業員にスキルを持たせることの戦略的価値、緊急度、
およびスキルが必要とされる期間の長さなどによって、企業は
複数の戦略の中から、どの方法でスキル・ギャップを埋める
かを決める必要がある。

最も望ましいとされたのが直接雇用で、93%の経営層が実
行している。続いて、71%が一時的に外部委託の人材を活
用するとした。また 43%は、必要なスキルを持つ人材がい
る企業を買収すると回答している。そして最後に、34%は
仕事の責任を外部に委託するとした。

多岐にわたる自動車エコシステム

2008年の調査「Automotive 2020: Clarity beyond the 
chaos」（邦訳版：「2020年自動車業界の将来展望 - 混沌
の先に明晰さを求めて」）を発行した当時、焦点となっていた
のは業界の最適化であった。18 企業はこぞって中国などの新
興市場でクルマを販売しようとしており、製品開発や製造、ス
キルの拠点をどのようにグローバルで最適化するかが重要と
なっていた。また、限られた天然資源と「グリーン」であるこ
とが、代替燃料ソリューションへの投資を牽引し始めていた。
なお、コネクテッド・カーは潜在力を示し始めたばかりで、
「パーソナル・モビリティー」という用語は使用されてはいた
が、必ずしも理解されていたわけではなかった。

専門性こそが企業の礎となる
 
業界の変化するペースが速くなると、スキルはすぐに陳腐化し
てしまう。より最近の分析によれば、現在、スキルの半減期
はわずか 5年である。16 これはつまり、今日学んだスキルが、
今から5年経つとわずか半分の価値しか持たないことを意味
する。我々は、今何を知らないのかすらわからないのである。

特に自律型のモビリティー・エコシステムにおいて、新しい仕
事が増え続け、自動車メーカーは急いで適切な人材を配置し
なければならなくなる。複雑なシナリオで自律走行車を走ら
せる「モビリティー交通管制官」を想像してみてほしい。あ
るいは、ディーラーで働く「パーソナル・モビリティー・アド
バイザー」はどうだろうか。家族連れがニーズに合ったモビリ
ティー・ソリューションを選べるよう支援する仕事だ。

自動車会社のデジタル・リインベンションには、新しいスキル
がいる。仕事のスピードをあげるスキルだけでなく、デジタル・
タスクを実行し、新しい働き方を支援したり作り出したりでき
るようなスキルである。

企業は、どのスキルを社内で保持し、どのスキルを外注や提
携先から調達するかという、重大な決断の局面に立たされて
いる。経営層の 77%が、デジタル・プラットフォームを使っ
て、スキルと需要をマッチングさせることが、組織の成功に貢
献すると回答している。

従業員を再教育する：何度でも

自動車業界の経営層は、自社のデジタル需要に対応するため
に、2030年までに平均して14%の従業員を再教育する必
要があると考えている。経営層の 16%は、自社の従業員の
4分の 1以上が再教育の対象だと回答している。これらの数
字は、スキルの 5年半減期と新しい仕事の可能性が考慮さ
れていないため、おそらく最終的にはより大きなものになるだ
ろう。

従業員数 100万人のうち直接雇用の従業員が 4分の 3を
超える自動車業界では、従業員をデジタル化のスピードに合
わせて再教育するのに、今後 10年間で 2,760億円（25
億米ドル）以上が必要になる。経営層は、現行の教育予算
から47%の増額になると予測する。17

「エレクトロニクスとAIの
スキル不足は深刻である」
上級役員、R&D、OEM、日本
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2015年に次の調査「Automotive 2025: Industry without 
borders」（邦訳版：「2025年自動車業界の将来展望 - 境
界線のない業界」）を発表したときには、本格的にデジタル破
壊が起こっていた。19 新興企業が参入し、新たな移動手段の
提供を始めていた。消費者はそもそもクルマを所有すべきかど
うかを迷い始めており、自動車会社は自社がモビリティー・エ
コシステムのどの領域で参加できるかを急いで見極めようとして
いた。消費者が主導権を握り、機能や性能よりも体験を求め
ていた。

この 2019年の調査では、デジタルが優位となり、消費者は
それを司る “王様” だ。自動車会社は、活気あるエコシステ
ム内でハイテク企業へとリインベンション（再定義）を遂げ、
立ち位置を確保しなければ、と意識している。自律、コネク
テッド、電動化、シェアリングが、未来へのキーワードだ。
自動車業界のエコシステムには、技術力と俊敏性、好業績を
併せ持ったさまざまな業界の企業が混在し、それぞれが独自
の専門性と価値をもたらすだろう。

調査対象である140名の経営層は、矛盾するように見える
ものも含め、大変興味深い予測をしている。

 – 個人所有の販売が減少するため、大幅な業界再編が起き
るだろう（61%）

 – ディーラーの価値が低下し、ディーラーの数は大幅に減る
だろう（79%）

 – ディーラーはモビリティーを支援する新たなサービスを提
供し、付加価値を増やすだろう（81%）

 – 自動車会社がデジタルの専門知識を獲得するために、巨大
テクノロジー企業（Amazon社、Google社など）を買
収するだろう（29%）

 – デジタル・ジャイアントが自動車の専門知識を獲得するた
めに、自動車会社を買収するだろう（36%）

果たして、こうした予測は現実のものとなるのだろうか。時間
が経てばわかることだが、あれこれ想像してみるのも面白い。

  従業員のスキル

イノベーション、起業

自動車技術

定量的、技術的

批判的思考、問題解決

ビジネス変革

自動車プロセス

ソフトウェア・エンジニアリング

リーダーシップ

コラボレーション

コミュニケーション

グローバル

多様性

図12 
成功のために必要なスキル

 66%
41%

 62%
51%

 62%
57%

 59%
63%

 54%
38%

 52%
55%

 45%
48%

 28%
31%

 26%
41%

 26%
38%

 21%
21%

16%
19%

2019
2030

ハード・スキル

ソフト・スキル

出典：Auto 2030経営層調査。　Q：自社の成功のために、現在重要であるか、 
将来重要となる従業員のスキルを6つ選択してください。
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クルマのデジタルな未来への準備
はできていますか

 – どうしたら自律型のMaaS環境で、消費者の好みに最適
化された素晴らしい車内体験を提供し、ブランド・ロイヤ
ルティーを育てられるだろうか。

 – 自社にとって望ましいプラットフォームへの参加レベル、参
加者、所有者、またはその両方なのかを、どんな基準で決
めるか。また、どのように適切な期待値を設定するか。

 – モビリティー新興企業やインターネット・ベンチャーと競え
る機敏な組織を、どのように作るか。デザイン思考、共創、
アジャイル・プロセス、迅速なリリースを統合するための
ロードマップはあるか。

 – データ主導型の企業文化を育てる計画はできているか。デ
ータから得られる洞察を、すべてのアクション、やり取り、
決定に活用する準備ができていることが重要。

 – 組織のスキルを継続的にアップデートする計画はできている
か。デジタル技術の強みを生かして、新しい働き方を後押
しすることもできる。スキル不足を埋めるために、ビジネス・
パートナーやその他のチャネルをどう活用するか。

アクション・ガイド 
 
2030年 日本の自動車業界の将来展望

業界は再び転換点を迎えている。しかし、これは以前の岐路
とは違う。以前は、変化の要因はビジネスそのものだった。
新しい市場への参入、グローバル拠点の最適化、持続可能
なオペレーション。これらが自動車会社に迫ったのは、新た
な戦略や製品・サービス、組織のゴール達成へ向けてのスキ
ル開発だった。基本となる単独所有のビジネスモデルは、変
わることなく残った。

現在、デジタル技術と消費者の期待は、ビジネスのあらゆる
側面に深淵な影響を与えている。1世紀以上にわたって業界
を支えてきた、中核となるビジネスモデルでさえ例外ではない。
こうした混乱に加え、かつて他業界に閉じられていた業界は、
今では消費者に価値あるモビリティー体験を提供できる、起
業家精神に富んだベンチャー企業に広く門戸を開いた。

自動車会社にとって、決断の時が迫っている。デジタル技術
を通じて、自社のリインベンションを実行に移す機会をうまく
つかめれば、新たな顧客体験・価値、新たな戦略領域、新
たな働き方、新しいスキルを手中にできる。さもなければ、
時計の針を止めたまま現在の道を進み続け、取り残される可
能性もある。

経営層に、以下の行動指針を提言したい。 
 
1.「定着率」を高めるパーソナライズされた体験で、
顧客のロイヤルティーを獲得する

 – 差別化されたデジタル体験を提供し、ブランド価値を創出
する。

 – クルマと顧客それぞれのデジタル・プロファイルを整合させ、
一貫性のある体験を提供し、ブランドの定着率を高める。

 – 認知機能を使い、クルマの利用や環境に関する情報を個人
情報と組み合わせて学習し、予測し、消費者の体験を最適
化する。

 – 消費者の生活の他の側面と統合し、クルマを超えたブラン
ド体験を創出する。

 – データの安全性と情報保護を通じて、消費者の信用を得て
信頼感を高める。
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2.「系列」の枠を超えたプラットフォームを構築し、
イノベーション目標に向け大胆に協働する

 – 自動車業界の伝統的な「系列」バリュー・チェーンの枠を
超えた観点に立つ。ビジネス・プロセスとデータ構成／モ
デルを標準化し、協働を円滑に遂行する。

 – ビジネスの戦略的コアの部分を決める。新たにコアとする
機能は、従来の自動車業界のコアとは異なる場合がある。

 – エコシステム内の深い専門知識、オープンなワークフロー、
データの相乗効果を活用して、発展性のあるチャンスを見
極める。

 – プラットフォームの参加者のために「素早く面倒がない」
エントリー・ポイントを用意し、すぐに付加価値が提供でき
るようにする。

3.アジャイルに素早く変化する

 – 顧客と一緒に共創、デザイン思考、アジャイル・プロセス
を導入し、素早くアイデアを出し、検証する。

 – 実用最小限の製品（MVP: Minimum Viable Product）
を作り、検証する。次に、アジャイルな手法を用いて、素
早く価値を検証（POV: Proof Of Value）する。成功し
た POVを選択し、エンタープライズ・レベルで展開する。
このプロセスを迅速に繰り返す。

 – アジャイルな文化を育成し、組織全体に浸透させる。リーン・
スタートアップの手法は、日本のリーン生産方式に由来す
る。このマインドをさらに高める。

 – 自動化プロセス、自己学習の仕組み、自己修正できるワー
クフローなどを導入し、顧客との関係を深め、従業員の仕
事の本質を変える。

4.データを活用し、共有する

 – 全社的なデータ戦略、データ・アーキテクチャー、標準化
方針を策定する。企業の事業戦略および優先事項と整合さ
せる。

 – ビジネス、クルマ、モビリティー・サービス、顧客などのあ
らゆる切り口から、新しい情報源を継続して見いだし、新
たな洞察とビジネス・チャンスを見つける。

 – AI技術を利用して、特定のビジネス・ニーズに対応するた
めに「考え」「行動する」データのキュレーションおよび強
化を行う。その際、データの 1つの見方が、すべてに適用
できるわけではないことに留意する。

 – 自社内およびエコシステム全体でデータと洞察を絶え間な
く共有し、新しいビジネスモデルと収益源を共創する。

5.モビリティーの新時代に向け、従業員の能力とスキル
を高める

 – スキルの洗い出しを行い、新たな専門能力のニーズを明ら
かにする。

 – 従業員の研修と能力開発にAIや拡張現実 (AR)をはじめ
とする先端テクノロジーを活用する。

 – 学習プラットフォーム用のエコシステムを作り、あらゆる種
類のコンテンツ、機能、関係者がつながり、相互にやり取
りできるようにする。学習プラットフォームに素早くかつ大
量にコンテンツを追加し、従業員の学習プログラムを個別
最適化する。さらに大きな成果を達成すべく、魅力的な学
習体験の提供に重点を置く。

 – 非中核的なスキルや、特に習得が難しい分野のスキル不足
を補うために、社外のパートナーを活用する。
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調査方法
Auto 2030 経営層調査
IBVは Oxford Economicsと共同で、日本の自動車業界
の経営層 140名を対象に調査を実施した。調査は、自動
車関連企業のリインベンションのビジョンをより深く理解す
る目的で行われた。ここでいうリインベンションとは、未来
のモビリティーが主流の世界において、自社が今後 10年
間で行う必要がある変革全般を指す。調査対象者は、経営
幹 部（CEO、CIO、CFO、CMO、COO、CHRO など）、
ならびにマネージング・ディレクター、エグゼクティブ・バイ
スプレジデント、シニア・バイスプレジデント、バイスプレ
ジデント、ディレクターなどであった。

これは、11カ国、1,500名の自動車業界の経営層を対象
に実施した、より大規模な調査の一環として行われたものである。

Auto 2030消費者調査

IBVは Survey Monkeyと共同で、デジタル・モビリティー
への関心をより深く理解するために、日本の 1,262名の消
費者を対象に調査を実施した。この関心事には、クルマの
認知機能、デジタル・モビリティー・サービス、オンライン
配車やライドシェアなどのさまざまな交通手段が含まれる。
また、オンデマンドの自律型オンライン配車サービスにお
けるブランドの重要性についても調査した。

消費者は都市部と地方に分類される。都市部の回答者は、
東京、大阪、名古屋および福岡の在住者であった。地方の
回答者は、人口 1万 5,000人未満の市町村中心部在住者
であった。

これは、8カ国、1万 1,566名の消費者を対象に実施した
調査の一環として行われたものである。

OEM
サプライヤー

日本国内
グローバル

34%

66%

22%

78%

8 部門
戦略、イノベーション
調査、エンジニアリング
製造
サプライチェーン、ロジスティクス
マーケティングおよび営業
コネクテッド・カー、モビリティー、 
デジタル・サービス
財務
情報技術

15%
6%

11%

11%
5%

20%

12%

20%

都市部/地方
56% 44%
都市部

性別

51% 47%
男性             

2%

年齢

9% 18%
18～24歳

22% 33% 19%

　地方

女性         申告なし

25～34歳 35～44歳 45～60歳 61歳以上
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